


9,353万ドルの黒字だっ

た。財政部は、2020年

は米中貿易摩擦や新型

コロナ感染拡大の影響

を受け、世界的に保護

貿易主義の拡大、コドげの穫型

コヲざ蛑'959







ターナショナル・カンパニー（UK）やGRP Ⅲ TAIWAN UKによる大型案件などにより2.2倍となっ

た。オランダは、前年にマイクロンによる大型投資案件があったため反動減で82.5％減となった。英

領中南米地域は、前年にコール・ホールディングスによる大型投資案件により急増したが、その反動

減で38.3％減となった。アジア大洋州では、オーストラリア、日本がそれぞれ88.8％減、24.1％減と

大幅減となった。前年にオーストラリアはマッコーリー・コーポレート・ホールディングス、日本は

日立製作所の大型投資案件があり、その反動減とみられる。

　業種別では、製造業の構成比が18.5％と前年（38.4％）から大幅に縮小、前年比60.7％減となった。

前年にマイクロンなどの大型投資案件があったことによる反動減で、機械（前年比89.3％減）、電気・

電子（64.9％減）の減少が顕著だった。非製造業では、全体の30.5％を占める金融・保険が、マッコー

リー・コーポレート・ホールディングスとJERA・フォルモサ 2による大型投資案件などにより








